


報 告 書

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 233条第５項の規定に基づき、令和元年度におけ

る主要な施策の成果の概要を次のとおり報告します。

令和２年９月 15日

沖縄県知事 玉 城 康 裕



ま え が き

令和元年度一般会計の当初予算額は、 734,945,000千円であり、これに補正総額である

8,297,786千円を加えますと最終予算額は、 743,242,786千円となり、これに平成 30年度

繰越事業費 58,339,175千円を加えますと、予算額は 801,581,961千円となります。

令和元年度の予算編成にあたっては、「平成 31年度（令和元年度）重点テーマ」を踏

まえ、沖縄の持つ優位性と潜在力を活かす施策を戦略的に展開するとともに、基本計画

の着実な推進及び「沖縄県ＰＤＣＡ」等の反映、「沖縄県行政運営プログラム」の推進

により、一つひとつの施策・事業の効率性や実効性の向上に取り組むこととしました。

なお、令和元年度は、次の施策を柱として諸事業を推進しました。

第１ 新時代沖縄の到来

(1) 自立経済発展資源の創出

(2) 社会資本・産業基盤の整備

(3) 沖縄らしい観光リゾート地の形成

(4) 産業の振興と雇用の創出・安定

(5) 農林水産業の振興

第２ 誇りある豊かさ

(1) 国際交流・協力の推進

(2) 基地問題の解決と駐留軍用地の跡地利用

(3) 沖縄から世界へ、平和の発信

第３ 沖縄らしい優しい社会の構築

(1) 地域力の向上・くらしの向上

(2) 世界に誇る沖縄の自然環境を守る

(3) 歴史と誇りある伝統文化の継承と発展

(4) 医療の充実・健康福祉社会の実現

(5) 子育て・高齢者施策の推進

(6) 安心・安全で快適な社会づくり

(7) 離島力の向上

(8) 教育の振興

◎ その他

その結果、令和元年度の一般会計の決算は、下記のとおりとなっております。

（単位：千円）

区 分 金 額

１ 歳 入 総 額 （Ａ） 734,262,914
２ 歳 出 総 額 （Ｂ） 725,823,759
３ 歳入・歳出差引額（Ａ）－（Ｂ） （Ｃ） 8,439,155
４ 翌年度へ繰り越すべき財源 （Ｄ） 5,377,979

実質収支 （Ｃ）－（Ｄ） 3,061,177
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「２ 事業の実績」の読みかた

・当初予算額及び決算額に（）で記載する額：平成 30年度からの繰越事業で内書

・備考に記載する「☆」：沖縄振興特別推進交付金事業

・備考に記載する「★」：地方創生推進交付金事業
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